
ＱＵＩＣＫ短期経済観測調査―2007年２月―　
　2007年２月23日 

　第3回 　株式会社ＱＵＩＣＫ
回答企業数 ≪回答期間：2007年2月1日～2007年2月20日≫

製造業 非製造業 合計(除く 金融機関 合計

金融機関)

　上　場　企　業 150社 229社 379社 20社 399社

うち大規模企業 104社 107社 211社 ― ―

新興企業 46社 122社 168社 ― ―

１．業況判断
＜単月＞ (「良い」-「悪い」･％ポイント) ＜３カ月平均＞ (「良い」-「悪い」･％ポイント)

 2007年
1月調査

 2007年
2月調査

 2006年
9-11月調査

 2006年12月-
2007年2月調査

最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き

変化幅 変化幅 変化幅 変化幅

製造業 33 33 29 -4 39 6 製造業 ― ― 31 ― 37 ―
非製造業 41 44 38 -3 44 0 非製造業 ― ― 40 ― 45 ―
全産業（除く金融機関） 38 41 35 -3 42 1 全産業（除く金融機関） ― ― 37 ― 42 ―
金融機関 19 33 15 -4 40 7 金融機関 ― ― 20 ― 37 ―

全産業 37 39 34 -3 42 3 全産業 ― ― 36 ― 41 ―

（大規模と新興の内訳） （大規模と新興の内訳）

 2007年
1月調査

 2007年
2月調査

 2006年
9-11月調査

 2006年12月-
2007年2月調査

最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅 変化幅 変化幅

製造業 35 34 30 -5 36 2 製造業 ― ― 33 ― 36 ―
非製造業 40 40 41 1 45 5 非製造業 ― ― 39 ― 42 ―
合計 38 37 35 -3 41 4 合計 ― ― 36 ― 40 ―

 2007年
1月調査

 2007年
2月調査

 2006年
9-11月調査

 2006年12月-
2007年2月調査

最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅 変化幅 変化幅

製造業 28 34 29 1 46 12 製造業 ― ― 26 ― 38 ―
非製造業 42 48 36 -6 44 -4 非製造業 ― ― 41 ― 47 ―
合計 38 44 34 -4 44 0 合計 ― ― 37 ― 45 ―

＜単月・社数分布＞ 数字は社数 ＜単月・構成比＞ 数字は％

最近 先行き 最近 先行き
良い さほど良くない 悪い 良い さほど良くない 悪い 良い さほど良くない 悪い 良い さほど良くない 悪い

合計 製造業 51 92 7 63 83 4 150 合計 製造業 34 61 5 42 55 3
非製造業 95 127 7 105 120 4 229 非製造業 41 55 3 46 52 2
全産業（除く金融） 146 219 14 168 203 8 379 全産業（除く金融） 39 58 4 44 54 2
金融機関 5 13 2 10 8 2 20 金融機関 25 65 10 50 40 10
全産業 151 232 16 178 211 10 399 全産業 38 58 4 45 53 3

大規模 製造業 36 63 5 42 58 4 104 大規模 製造業 35 61 5 40 56 4
企業 非製造業 47 57 3 49 57 1 107 企業 非製造業 44 53 3 46 53 1

合計 83 120 8 91 115 5 211 合計 39 57 4 43 55 2
新興 製造業 15 29 2 21 25 0 46 新興 製造業 33 63 4 46 54 0
企業 非製造業 48 70 4 56 63 3 122 企業 非製造業 39 57 3 46 52 2

合計 63 99 6 77 88 3 168 合計 38 59 4 46 52 2

　　　３カ月平均の「先行き」の変化幅は３カ月前調査の「３カ月平均」の｢先行き」との対比。　　　

注５）構成比は小数点第一位を四捨五入。ＤＩは整数を差し引き。
注６）本調査は2006年12月調査が初回のため、表中の「2006年９―11月調査」の数値は存在しません。

注４）「製造業」、「非製造業」、「金融機関」の分類は、証券コード協議会の業種分類に基づく。

注３）「３カ月平均」は当月を含む直近３カ月間の集計値の平均。３カ月平均の「最近」の変化幅は、３カ月前調査の「３カ月平均」の｢最近」との対比。　　　

　　　前月調査の「先行き」との対比。

新　　興　　企　　業

注１）「大規模企業」はジャスダック証券取引所を除く全国証券取引所の１・２部上場企業またはメーンボード上場企業。「新興企業」はジャスダック証券取引所、

注２）「最近」は回答時点を、「先行き」は３カ月後を示す。単月の「最近」の変化幅は前月調査の｢最近」との対比。単月の「先行き」の変化幅は

新　　興　　企　　業

　　　東証マザーズ、大証ヘラクレス、名証セントレックス、札証アンビシャス、福証Ｑボード上場企業。

2007年2月調査

合計

2007年2月調査

上　場　企　業（金融機関を除く）

大　規　模　企　業

上　場　企　業（金融機関を除く）

大　規　模　企　業
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２．自社の株価水準判断
＜社数分布＞ 数字は社数 ＜単月ＤＩ＞ (「安い」-「高い」･％ポイント)

安い 適正 高い 合計 変化幅
合計 製造業 96 41 2 139 合計 製造業 68 68 0

非製造業 161 48 5 214 非製造業 75 73 -2
全産業（除く金融） 257 89 7 353 全産業（除く金融） 72 71 -1
金融機関 10 7 1 18 金融機関 65 50 -15
全産業 267 96 8 371 全産業 72 70 -2

大規模企業 製造業 65 32 1 98 大規模企業 製造業 65 65 0
非製造業 77 20 1 98 非製造業 79 78 -1
合計 142 52 2 196 合計 72 71 -1

新興企業 製造業 31 9 1 41 新興企業 製造業 75 74 -1
非製造業 84 28 4 116 非製造業 72 69 -3
合計 115 37 5 157 合計 73 70 -3

３．円相場判断
＜社数分布＞ 数字は社数 ＜単月ＤＩ＞ (「想定より円安」-「想定より円高」･％ポイント)

想定よりも円安 想定通り 想定よりも円高 合計 変化幅
合計 製造業 102 39 1 142 合計 製造業 56 71 15

非製造業 114 86 9 209 非製造業 44 51 7
全産業（除く金融） 216 125 10 351 全産業（除く金融） 49 59 10
金融機関 12 9 0 21 金融機関 38 57 19
全産業 228 134 10 372 全産業 49 58 9

大規模企業 製造業 72 29 0 101 大規模企業 製造業 59 71 12
非製造業 53 38 5 96 非製造業 43 50 7
合計 125 67 5 197 合計 51 60 9

新興企業 製造業 30 10 1 41 新興企業 製造業 50 71 21
非製造業 61 48 4 113 非製造業 46 50 4
合計 91 58 5 154 合計 46 56 10

４．貴社は、労働時間規制の除外制度「日本版ホワイトカラー・エグゼンプション」の必要性を感じていますか。
＜社数分布＞ 数字は社数 ＜構成比＞ 数字は％

必要性が高い あまり高くない まったく必要ない 合計 必要性が高い あまり高くない まったく必要ない

合計 製造業 18 105 18 141 合計 製造業 13 74 13
非製造業 44 139 28 211 非製造業 21 66 13
全産業（除く金融） 62 244 46 352 全産業（除く金融） 18 69 13
金融機関 6 15 1 22 金融機関 27 68 5
全産業 68 259 47 374 全産業 18 69 13

大規模企業 製造業 12 73 12 97 大規模企業 製造業 12 75 12
非製造業 18 64 13 95 非製造業 19 67 14
合計 30 137 25 192 合計 16 71 13

新興企業 製造業 6 32 6 44 新興企業 製造業 14 73 14
非製造業 26 75 15 116 非製造業 22 65 13
合計 32 107 21 160 合計 20 67 13

５．足元の利上げ議論をどのようにみていますか。
＜社数分布＞ 数字は社数 ＜構成比＞ 数字は％

利上げは当然 議論はやや早い 議論の状況でない 合計 利上げは当然 議論はやや早い 議論の状況でない

合計 製造業 45 87 9 141 合計 製造業 32 62 6
非製造業 53 137 19 209 非製造業 25 66 9
全産業（除く金融） 98 224 28 350 全産業（除く金融 28 64 8
金融機関 7 11 3 21 金融機関 33 52 14
全産業 105 235 31 371 全産業 28 63 8

大規模企業 製造業 35 57 7 99 大規模企業 製造業 35 58 7
非製造業 26 64 3 93 非製造業 28 69 3
合計 61 121 10 192 合計 32 63 5

新興企業 製造業 10 30 2 42 新興企業 製造業 24 71 5
非製造業 27 73 16 116 非製造業 23 63 14
合計 37 103 18 158 合計 23 65 11

※「製造業」、「非製造業」、「金融機関」の分類および業種は、証券コード協議会の業種分類（中分類33業種）に基づく。
※構成比は小数点第一位を四捨五入。ＤＩは整数を差し引き。

2007年2月調査

2007年2月調査

2007年2月調査

2007年2月調査2007年2月調査

2007年2月調査

 2007年
1月調査

2007年2月調査

2007年2月調査 2007年
1月調査
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ＱＵＩＣＫによる全上場企業を対象にした「短期経済観測調査」ご利用にあたって

　この度は、弊社が全上場企業を対象に実施する「短期経済観測調査」にご協力頂き誠に有難うご
ざいます。恐れ入りますが、以下の内容をご確認頂き、ご了解の上でご利用頂きますようお願い致
します。

【個人情報の取扱について】

　調査票に記載・入力頂きました個人情報につきましては、「短期経済観測調査」の調査・集計及
び結果の開示、弊社の提供する商品・サービス及び弊社が携わる各種イベント企画に関するご案内
並びにこれらに付随する業務を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。

　個人情報は、以下に該当する場合を除き、第三者に開示することはありません。
(1)開示または提供時点において既に公知であった情報および開示または提供後に弊社の行為によ
らずして公知となった情報
(2)法令上正当な権限を有する第三者から守秘義務を負わずに取得した情報
(3)法令上の手続に従って開示、提供が求められた情報

【知的財産権の帰属等について】

　ご回答いただきました内容に基づき弊社が編集又は加工し生成する「短期経済観測調査」の集計
結果に関する一切の権利（著作権等の知的財産権を含みますが、これに限りません。）は、弊社に
帰属します。

　「短期経済観測調査」は、調査票にご回答いただきました皆様、および、弊社が必要と認める第
三者に集計結果を提供しますが、この集計結果の内容の複製、編集、加工、二次利用等、および、
第三者への配布については、これを禁止します。

【免責事項】

　調査票により弊社に寄せられました各社様からの回答内容につきましては、その正確性、相当性
及び完全性を、弊社が確認する義務を負うものではありません。

　「短期経済観測調査」の内容及び管理運営については万全を期しておりますが、弊社がその内容
を保証するものではなく、これらによって生じたいかなる損害につきましても、その原因の如何を
問わず、弊社及び弊社が指定する者は一切の責任を負いません。また、弊社は、原因の如何を問わ
ず、通信機器、通信回線、商用ネットワーク、コンピュータ等の障害によって生じた「短期経済観
測調査」の伝達遅延および誤謬、欠陥について一切責任を負いません。

　「短期経済観測調査」の伝達は技術的不可避な理由によって遅延や中断が生じることがあります。

　「短期経済観測調査」の内容は弊社の事由により変更されることがあります。

　「短期経済観測調査」は投資判断を目的としたものではありません。利用については、利用者ご
自身の判断と責任において行って頂くものとします。

　「短期経済観測調査」の内容が、弊社の許可なくリンクされた第三者のウェブサイト上に掲載さ
れている場合、弊社が当該ウェブサイト上の内容の正確性及び相当性について責任を負うものでは
ありません。

以上
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